











　２.３　準訴権（actiones utiles）の付与とその機能 ― 事務管理訴権との対比
　２.４　強制可能な譲渡，擬制による譲渡へ ― ローマ法の展開と Savigny の主張
　２.５　イギリス法における代位法理 ― Buckland の分析
３ 検　討 ― 沿革的・比較法的視点から
　３.１　近代の代位理論はどのような制度に由来するか
　３.２　 訴権譲渡の利益（beneficium cedendarum actionum）と債権者の地位の承継
（successio in locum creditoris）の相違点 ― 主体，効果，効果の発生方式
　３.３　代位の根拠付けの壁 ― Buckland による黙示の譲渡論等の分析
　３.４　準訴権（actiones utiles）の意義とその機能







































































































































































































　先述のように（２.２），近代の代位法理は，⒜ 訴権譲渡の利益（beneficium cedendarum 







点」）があるとされる（Geschichte und System des römischen Rechtes, （Manuel élémentaire de droit 





















































































































































な行為」，ⅲ「擬制による行為」の３段階において分析されている（Savigny, Das Obligationenrecht 
































する訴訟代理人（procurator in rem suam）と呼ばれた。この譲渡は，自己の利益のための委























































































des obligations, n° 556（en Œuvres de Pothier par Bugnet t.Ⅱ, 7 ed.,7867）。代位理論の形成に主
要な役割を果たした Pothier でさえ，論理的な根拠付けに腐心していることが窺える。
　最後に，沿革的・比較法的には，代位は，フランス法系といわれる「弁済による代位」 
だけでなく，「保険者の代位」「労災補償と代位」など様々の代位が各法系において展開さ
れていることが窺える。なお，わが国における「共同抵当における代位」に関する規定（397
条２項）は，フランス民法ではなく，旧イタリア民法（7077条１項）に由来し，衡平の原則か
ら代位を認める条文を置いたとされる（なお，同条を参照して，ボアソナードが民法草案7756条
を起草したとされる。）（拙稿「担保保存義務に関する一考察 ― 判例・学説の推移⑼」岡法58巻
３号55頁以下））。
